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１ 指定管理者の募集について 

都農町（以下「町」という。）では、都農町公の施設の指定管理者の指定の手続等に

関する条例（平成１８年都農町条例第１８号）に基づき設置している施設の管理運営に

ついて、利用者サービスの向上と経費の節減を図るため、平成２６年度から指定管理者

制度を導入することとしている。 

２ 本要領の位置づけ 

本要領は、ミヤチク藤見公園及びつのこう広場、都農町民体育館、都農町武道館（以

下「体育施設」という。）の指定管理者の選定にあたり、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第３項及び都農町公の施設の指定管理者の指定の手続等に関

する条例の規定に準ずるほか、公募型プロポーザルの実施方法等、必要な事項を定め

る。 

３ 施設の概要 

⑴ 施設規模 

ミヤチク藤見公園  

  所在地：都農町大字川北１１７９８番地ほか１１７筆 

施設の種類及び名称 概    要 

野球場夜間照明施設 夜間照明４基 

陸上競技場施設 ４００ｍ全天候型トラック・管理棟 

野球場施設 １面 

テニス場施設 ３面 

西側多目的広場 一般用サッカー場１面 

ホッケー場 ホッケー場１面 

屋内運動場 １棟 

その他 
駐車場（４箇所）・憩いの広場・トイレ（４箇所） 

藤見総合公園・藤見公園南側広場 

つのこう広場 

  所在地：都農町大字川北４６６８番地３ 

施設の種類及び名称 概    要 

多目的広場 一般用サッカー場１面・夜間照明 

ソフトボール場 １面・夜間照明 

都農町民体育館 

  所在地：都農町大字川北４９１０番地３ 

施設の種類及び名称 概    要 

体育館 バレーコート３面・夜間照明 

都農町武道館 

  所在地：都農町大字川北４９２３番地 
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施設の種類及び名称 概    要 

武道館 柔道場１面・剣道場１面 

⑵ 利用時間及び休館日 

   利用時間及び休館日は、都農町藤見公園運動施設管理規則（平成３年規則第３

号）、都農町民体育館設置及び管理等に関する条例（昭和５０年６月１９日条例第１

９号）、都農町民体育館管理規則（昭和５０年６月２０日教育委員会規則第１号）、都

農町武道館管理規則（昭和４５年１１月１８日教育委員会規則第４号）、つのこう広

場管理規則（令和７年１０月２７日教育委員会規則第７号）、つのこう広場の設置及

び管理に関する条例（令和７年１０月２０日条例第２４号）のとおりとするが、サー

ビス向上の観点から特に必要と認める場合は、町の承認を得て変更又は臨時的に休館

することができる。 

ミヤチク藤見公園 

施設の種類及び名称 利用時間 休館日 

野球場夜間照明施設 午後７時～午後１０時 １月１～３日、１２月２９～３１日 

陸上競技場施設 午前８時３0分～午後６時 １月１～３日、１２月２９～３１日 

野球場施設 午前８時３0分～午後６時 １月１～３日、１２月２９～３１日 

テニス場施設 午前８時３0分～午後６時 １月１～３日、１２月２９～３１日 

西側多目的広場 午前８時３0分～午後６時 １月１～３日、１２月２９～３１日 

ホッケー場 午前８時３0分～午後６時 １月１～３日、１２月２９～３１日 

屋内運動場 午前８時３0分～午後６時 １月１～３日、１２月２９～３１日 

つのこう広場 

施設の種類及び名称 利用時間 休館日 

多目的広場 午前８時３0分～午後１０時 １月１～３日、１２月２９～３１日 

ソフトボール場 午前８時３0分～午後１０時 １月１～３日、１２月２９～３１日 

都農町民体育館 

施設の種類及び名称 利用時間 休館日 

体育館 午前８時３0分～午後１０時 １月１～３日、１２月２９～３１日 

都農町武道館 

施設の種類及び名称 利用時間 休館日 

武道館 午前８時３0分～午後１０時 １月１～３日、１２月２９～３１日 

４ 指定管理者の指定期間 

令和９年４月１日から令和１４年３月３１日までの５年間とする。 

但し、管理を継続することが適当でないと認めるときは指定を取り消すことがある。 

５ 指定管理者が行う業務範囲 

⑴ 関係法令及び条例・規則の規定を遵守 



5 

 

指定管理者は、下記の法令等を遵守すること 

ア 地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

イ 労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関係法規 

ウ 消防法、消防法施行令ほか消防関連法 

エ 都農町公園条例（平成１９年都農町条例第２０号） 

オ 都農町公園条例施行規則（平成１９年都農町規則第２３号） 

カ 都農町藤見公園運動施設管理規則（平成３年都農町規則第３号） 

ク 都農町民体育館管理規則（昭和５０年６月２０日教育委員会規則第１号） 

ケ 都農町民体育館設置及び管理等に関する条例（昭和５０年６月１９日条例第１９

号） 

コ 都農町武道館管理規則（昭和４５年１１月１８日教育委員会規則第４号） 

サ つのこう広場管理規則（令和７年１０月２７日教育委員会規則第７号） 

シ つのこう広場の設置及び管理に関する条例（令和７年１０月２０日条例第２４

号） 

ス 都農町公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１８年都農町条

例第１８号）（以下「手続条例」という。） 

セ 都農町諸使用料条例（昭和３９年条例第２４号）（以下、「使用料条例」とい

う。） 

ソ 都農町情報公開条例（平成１４年都農町条例第２号） 

タ その他指定管理業務を行うにあたり遵守すべき法令等 

⑵ 指定管理業務 

ア 運営業務 

(ｱ) 利用者のための施設・設備及び備品等の使用に関する業務 

(ｲ) その他施設の管理に関し、町長が必要と認める業務 

イ 維持管理業務 

(ｱ) 保守点検業務（法定点検、日常点検、清掃） 

(ｲ) 設備・備品管理業務 

(ｳ) 施設・外構・植栽等維持管理業務 

(ｴ) 廃棄物処理業務 

(ｵ) 施設敷地内駐車場・駐輪場・グラウンド・建物管理業務 

⑶ 自主事業（指定管理者が自ら企画・立案して、自己資金で実施する事業） 

６ 指定管理者の管理運営に要する費用 

指定管理者は、体育施設を利用する者等が支払う施設の利用料金を自らの収入とする

ことができる。 

体育施設の管理運営に要する人件費、維持管理費、事務費等の経費は、利用料金のほ

か、町が支払う指定管理料、その他収入（自主事業による売上など）をもって、指定管
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理者が負担することとする。 

⑴ 指定管理料 

指定管理者は、利用者の誘致等により利用料金等の収入の向上に努めること。 

指定管理料の上限は、以下とするが、本公募における提案の金額がそのまま指定管理

料となるわけではなく、提案の金額を基本に町と協議のうえ指定管理料を決定する。 

本件については町議会の議決をもって正式決定される。 

≪指定管理料の上限≫ 

対象範囲：体育施設の管理運営業務に係る指定管理料の上限 

上  限：４０，０００ 千円（年間）（消費税及び地方消費税を含む。） 

⑵ 指定管理業務会計の収入として見込まれるもの 

ア 指定管理料 

イ 利用料金収入 

ウ 指定管理者の自主事業実施に伴う収入（提案業務を含む） 

(ｱ) 指定管理者は、利用者の誘致等により利用料金等の収入の向上に努め、年度ご

との利用料金収入等の目標を検討すること。指定管理料は、指定管理者に指定

された段階において、町と協議のうえ決定し、年度ごとに締結する年度協定書

において定めるものとする。 

なお、利用者に実費を請求する経費については、指定管理者の支出・収入に

は計上せず、経費から減額すること。 

⑶ 利用料金の取扱い 

ア 施設の利用料金は、指定管理者の収入として取扱う。また、指定管理者は、町と

利用料金の額の設定に係る協議を行い、条例の範囲内で利用料金の額を決定する。 

イ 使用料条例の規定に該当する場合は、利用料金を減額し、又は免除するものとす

る。なお、施設の有効利用、利用促進、利便性の向上等を考慮し、事前に協議の

上、利用料金の減免の基準を設定することができる。 

 ⑷ 指定管理料の改定 

  ア 本件では物価スライド制度を適用するため、提案時の見積には将来の予測変動を

独自に上乗せせず、現行単価で積算すること。 

  イ 各年度の指定管理料は原則として変更しないこととする。ただし、人件費、物価

その他の経済情勢に著しい変動が生じた場合は、公的指標（物価・賃金スライド基

準）の変動率に基づき、町と指定管理者が協議の上、指定管理料を変更することが

できる。 

  ウ 町及び指定管理者は、協定期間中において、人件費、物価その他の経済情勢の著

しい変動が生じたときは、次の各号に定める基準に基づき、協議の上、翌年度の指

定管理料を変更することができるものとする。 

   (ｱ) 対象経費：人件費、光熱費およびその他物件 
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   (ｲ) 算定基準：公的指標の変動率を勘案して算定する。 

   (ｳ) 適用条件：前号の変動率が一定の閾値（自己負担幅）を超える場合に適用す

る。 

   (ｴ) 方向性：物価・賃金の下落により算定額が下がった場合も同様に指定管理料を

減額するものとする。 

７ 指定管理者が行う管理の基準 

⑴ 都農町情報公開条例の適用 

指定管理者は、都農町情報公開条例の規定に基づき、公の施設に関する情報の公開を

行うための必要な措置を講じること。 

⑵ 個人情報の保護に関する法律の適用 

指定管理者は、個人情報の保護に関する法律に従い、公の施設の管理を通じて取得す

る個人情報を保護するために、必要な措置を講じること。 

⑶ 運営業務 

ア 利用者に対して公平かつ適切にサービスの提供を行うこと 

イ 利用者の安全対策を第一に運営すること 

ウ 利用者に対応する時は、身だしなみを整え、明るく挨拶し、親切・丁寧を心がけ

ること 

エ 利用者のニーズを常に把握し、管理運営に反映するように努めること 

オ 施設内を清潔に保つとともに、光熱水費の削減に努めること 

カ 災害時、緊急時に備えた危機管理を徹底すること 

⑷ 維持管理業務 

施設や設備は、機能と特性を十分に把握した上で全ての施設を清潔に保ち、かつその

機能を正常に保持するとともに、効率的な運営と必要に応じた保守点検を行うこと。 

⑸ 自主事業 

指定管理者は、施設の設置目的を達成するため、体育施設を活用し自主事業を実施

できる。 

実施にあたっては、自主事業計画書により提案すること。 

なお、自主事業は事前に町の承認が必要となる。 

ア 自主事業とは、施設の設置目的に沿って指定管理者が独自に企画し行う事業であ

る。設置条例で定める利用料金以外の料金を参加者等から徴収する事業を含む。 

イ 自主事業の実施により収入を得た場合は、その収入は指定管理者に帰属する。 

なお実施に要する経費は指定管理料には含まれない。 

ウ 自主事業実施の可否は、施設の設置目的に照らして判断することになるため、設

置目的を踏まえてふさわしくないと判断される事業の場合は、実施の許可・承認し

ないことがある。提案する自主事業の実施承認が応募の前提条件となる場合は、そ

の旨を事業計画書に明記すること。ただし、当該自主事業の提案又は承認は、指定
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管理者候補者の選定又は指定を保証するものではない。 

エ 自主事業が、指定管理業務に支障を与えていると判断される場合は、自主 

事業の改善、中止等を命じる場合がある。 

⑹ 業務の委託等 

業務を一括して第三者に委託又は請け負わせてはならない。ただし、町の承認を得た

場合は、第三者に業務の一部を委託又は請け負わせることができる。 

業務の委託等を発注する際には、作業計画書、報告書の提出、履行確認及び検査不合

格の場合の措置等の事項について、契約書に明記すること。 

⑺ 業務の引継ぎ 

指定管理者に指定された後は、すみやかに業務引継ぎに入ること。なお、令和９年４

月１日以前に、引継ぎのために要した費用は、指定管理者の負担とする。 

８ 指定管理者と町の責任分担 

事  項 責任の分担 

施設等の破損 

施設等の管理上の瑕疵に

係るもの 
指定管理者 

上記以外のもの 
その都度判断し、町と指定管理者が

協議し、決定する。 

利用者（これに

準ずるものを含

む。以下この表

において同じ。）

への損害賠償 

施設等の管理上の瑕疵に

係るもの 
指定管理者 

上記以外のもの 
その都度判断し、町と指定管理者が

協議し、決定する。 

施設等の修繕 

施設等の大規模な修繕

（資産価値の向上または

耐用年数の延長につなが

るものをいう。） 

町 

上記以外のもの 指定管理者 

施設等に係る火災保険及び災害保険への加入 指定管理者 

利用者に係る損害賠償保険 指定管理者 

９ 備品 

⑴ 備品等については、都農町財務規則（平成８年都農町規則第２１号）の定める備品

台帳を備えて、異動及び廃棄等については、町と協議すること。 

⑵ 指定管理者は、備品を購入または修繕する必要が生じた場合は、町に報告する 

とともに協議すること。 

⑶ 指定管理者は、指定管理料で購入した備品の台帳を整備するものとする。（破損等

により廃棄した場合も台帳に記録する。） 
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⑷ 指定管理料で購入した備品の所有権は最終的に町に帰属するものとする。このこと

から、指定期間が満了する際には、指定管理者と町の間で備品について協議の上、指

定管理者は町に対して「寄附申込書」を提出するものとする。 

⑸ 町は指定管理者へ対して「寄附申込承諾書」を交付するものとする。 

⑹ 指定管理者は、町が貸与する備品等において、故意または過失により破損又は消失

した場合は自己の費用により購入又は調達する。 

⑺ 指定管理業務で使用するパソコン等の事務機器については、指定管理者が用意する

こと。 

⑻ 備え付けの備品等は別途提示する。 

１０ 参加資格 

本プロポーザルに参加できる者は、業務を効率的に実施できる法人であり、以下 

の⑴～⑵までのすべての要件を満たすものとする。 

⑴ 体育施設の指定管理者に応募することができる者は、次に掲げるすべてを満たす

法人、その他団体（以下「法人等」という。）とする。 

  ア 法人等における無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役若しくはこれら

に準ずる者又は支配人のうち、次のいずれにも該当しないもの。 

    (ｱ) 破産者で復権を得ない者 

    (ｲ) 成年被後見人又は被保佐人（民法の一部を改正する法律（平成１１年法律第

１４９号）附則第３条第３号の規定によりなお従前の例により同法による改

正前の民法（明治２９年法律第８９号）の規定が適用される準禁治産者を含

む。） 

    (ｳ) 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなく

なった日から２年を経過しない者 

    (ｴ) 公務員であった者であって、懲戒免職の処分を受け、その処分の日から２年

経過していない者 

   イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項各号の規

定に該当しない者。 

   ウ 町が行う建設工事等の請負又は物品の購入若しくは製造の請負の指名競争入札

において、指名停止を受けていないこと。 

   エ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定に基く更生手続開始の申立

て、又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定に基づく再生手続の申

立ての事実がある者にあっては、当該申立てに基づく更生手続開始の決定又は再

生手続開始の決定を受けていること。 

   オ 法人等の役員又は経営に事実上参加している者に、暴力団員による不当な行為

の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に掲げる暴力団関

係者又は暴力団関係者と密接な関係を有するものがいないこと。 
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   カ 国税及び地方税の滞納がないこと。（法人においては法人及び代表者。法人以

外の団体においてはその代表者。） 

   キ 類似施設の管理業務を行った実績があること。 

⑵ 複数の法人等による応募 

    管理業務を効果的かつ効率的に行うために必要な場合は、複数の法人等（以下

「グループ」という。）が共同して応募することができる。 

   この場合において、次に掲げる事項に留意すること。 

   ア グループの構成団体を特定し、グループの名称及びグループ内で代表となる法

人等を定めること。 

   イ 単独で応募した法人等は、グループの構成団体として応募することができない

こと。 

   ウ 複数のグループにおいて、同時に構成団体となることはできないこと。 

１１ 応募・選定の手続き等 

応募選定のスケジュールは以下のとおりとする。 

≪募集から指定管理者選定までのスケジュール≫（暫定） 

募集に係る資料配布     令和８年１１月 ６日～令和８年１２月 ４日 

質問及び回答質問の受付   令和８年１１月 ６日～令和８年１１月１３日 

質問に関する回答・追加説明 令和８年１１月１６日以降 

参加申請書類の提出〆切   令和８年１１月２７日１７時 

応募書類の提出〆切     令和８年１２月 ４日１７時 

ヒアリング審査日時の通知  令和８年１２月 ７日以降 

ヒアリング審査       令和８年１２月中旬 

指定管理者の選定結果通知  令和８年１２月下旬 

協定の締結に係る協議    令和９年 １月中旬 

指定管理者の指定の議決   令和９年 ３月中 

協定の締結         令和９年 ３月下旬頃 

指定管理の開始       令和９年 ４月 １日～ 

⑴ 募集に係る資料の配布 

下記の期間に、都農町ホームページ上で配布する。 

ア 配布期間：令和８年１１月６日（金）～１２月４日（金） 

対面での交付については、上記配布期間における土曜日、日曜日、祝日を除く毎

日、午前９時から午後５時まで（ただし、正午から午後１時は除く。）、都農町役場

教育委員会教育課にて行う。 

イ 配布資料 

(ｱ) 本要領 

(ｲ) 仕様書 
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(ｳ) 様式集 

(ｴ) その他資料 

⑵ 質問及び回答 

配布資料に質疑のある団体等は、下記期限までに、「質問書（様式２）」を提出する

こと。 

ア 受付期間：令和８年１１月６日（金）から令和８年１１月１３日（金）午後５時

まで 

イ 提出方法：メールにて提出すること。電話又は口頭による質問は原則受け付けな

い。 

ウ 提出先：都農町役場 教育委員会 教育課 

エ 回答方法：町ホームページに掲載（必要に応じ追加説明書を公表） 

オ 回答予定：令和８年１１月１６日（月）以降 

⑶ 参加申請書類の提出 

参加の意思のある団体等は、下記期間までに、次に示す参加申請書類を提出するこ

と。共同事業体で応募する場合には、合わせて「様式６－１～４」の書類も提出する

こと（団体概要書（様式５）は不要）。 

ア 受付期間：令和８年１１月６日（金）から令和８年１１月２７日（金）までの土

曜日、日曜日、祝日を除く毎日、午前９時から午後５時まで（ただし、正午から午

後１時は除く。） 

イ 提出方法：メール及び郵送、持ち込みにて提出すること。 

ウ 提出先：都農町役場 教育委員会 教育課 

エ 提出書類：以下の通り（PDF 形式にて作成した電子データをメールにて送付

し、かつ、紙媒体で２部提出すること。） 

≪資格審査書類一覧≫ 

(ｱ) 様式３ 参加表明書 ２部 

(ｲ) 様式４ 指定管理者指定申請書 ２部 

(ｳ) 様式５ 団体概要書 ２部 ※法人又は団体の場合必須 

(ｴ) 様式６－１ 共同事業体構成員表 ２部 ※グループの場合必須 

(ｵ) 様式６－２ 共同事業体構成員概要書 ２部 ※グループの場合、構成員全て

を提出 

(ｶ) 様式６－３ 共同事業体協定書 ２部 ※グループの場合必須 

(ｷ) 様式６－４ 委任状 ２部 ※グループの場合必須 

(ｸ) 様式７ 応募資格がある旨の誓約書 ２部 

(ｹ) 附属書類 定款、寄附行為又はこれらに準ずる規約を記載した書類２部 グル

ープの場合、構成員も全て提出すること。なお、証明書類は１部コピーを可と

する。 
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(ｺ) 履歴事項全部証明書（原本）又は身分証明書 ２部 

(ｻ) 当該団体等の経営状況を説明する書類（直近決算の貸借対照表・損益計算書） 

２部 

(ｼ) 納税証明書（法人税、消費税及び地方消費税） ２部  

(ｽ) 納税証明書（事業税、法人県民税、法人市町村民税） ２部 

(ｾ) 営業許可（登録、認可、届出）等の一覧 ２部 

⑷ 留意事項 

ア 代表者の氏名及び住所を記載した書類を添付すること。 

イ 設立１年未満の会社の場合は、開始貸借対照表を添付すること。 

ウ 申請の日の属する事業年度の前事業年度における事業報告書、その他団体の業務

の内容を明らかにすることができる書類を添付すること。 

エ 参加表明書の提出後に申請を辞退する場合は、その旨を書面（任意様式）にて提

出すること。 

⑸ 事業計画書等提案書類の提出 

提出にあたっては、下記期間までに、次に示す提案書類を提出すること。なお、町

が必要と認める場合は、追加資料の提出を求めることや、ヒアリングを実施する場合

がある。 

ア 受付期間：令和８年１１月６日（金）から１２月４日（金）までの土曜日、日曜

日、祝日を除く毎日、午前９時から午後５時まで（ただし、正午から午後１時は除

く。）（必着） 

イ 提出方法：メール及び郵送、持ち込みにて提出すること。 

ウ 提出先：都農町役場 教育委員会 教育課 

エ 提出書類：以下の通り（PDF 形式にて作成した電子データをメールにて送付

し、かつ、紙媒体で２部提出すること。） 

≪提案書類一覧≫ 

(ｱ) 様式８ 事業計画書 正本１部 副本１部 ※任意様式も可 

(ｲ) 様式９ 収支計画書・積算書（内訳） 正本１部 副本１部 ※任意様式も可 

⑹ 留意事項 

ア 事業計画書（様式８）の本文のフォントは「１１」以上とすること。図表はこの

限りではない。 

イ 副本は、社名等の個別名が特定できる文言を記載しないこと。 

⑺ ヒアリング審査 

町が別に定める都農町体育施設指定管理者選定委員会（以下、「選定委員会」とい

う。）により審査を実施する。 

⑻ 審査方法 

指定管理者の選定は、「都農町公の施設の指定管理者の指定の手続に関する条例」
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並びに本要領に基づき実施する。選定審査は、選定委員会による提出書類の提案内容

に基づくヒアリングで行う。なお、提案者が１者であっても審査会を実施する。 

ア 提出書類の事業計画書（様式８）（副本）の内容に基づくプレゼンテーション及び

質疑応答によるヒアリング審査を実施し、「都農町体育施設指定管理業務に係るプロ

ポーザル評価基準書」（以下、「評価基準書」という。）に基づき採点・審査を行

う。 

イ パワーポイントの使用は可能とするが、提出資料に掲載のない事項のプレゼンテ

ーションを行うこと、提出資料に掲載のない写真等を用いてプレゼンテーションを

行うこと、社名等の個別名を特定できる説明を行うことは禁止とする。 

ウ ヒアリング審査の実施時期については、１２月中旬に都農町役場（宮崎県児湯郡

都農町大字川北４８７４番地２）での実施を予定している。詳細の時間・場所は令

和８年１２月７日（月）以降に通知する。 

エ 予期せぬ理由等により、開催方法、開催日時を変更する場合がある。 

オ 採点・審査は非公開とする。 

カ ヒアリング審査当日の機器等の準備については、開催日時の通知と合わせて別途

通知する。 

⑼ 選定基準 

ア 選定にあたっては、「評価基準書」に基づき、指定管理者としての適性に対する

評価を行う。 

イ 審査の結果、得点が最も高い者を本公募型プロポーザルの第１候補者として特

定し、体育施設指定管理者とする。ただし得点が最も高い者が複数となる場合

は、引き続き同一の選定委員会により提案内容の評価項目を再評価して決定す

る。なお、各審査委員の評価点の平均が６０点に満たない場合は失格とする。 

⑽ 評価項目・評価視点 

    「評価基準書」のとおりとする。 

⑾ 指定管理者の選定結果及び通知 

町は、選定委員会による審査結果に基づき、指定管理者を選定し、その結果を、

次の要領で全応募者に文書で通知する。 

ア 通知時期：令和８年１２月下旬 

イ 通知方法：ヒアリング審査参加者全員に文書にて通知し、指定管理者について

は町ホームページにて公表する。 

ウ 予期せぬ理由等により、通知時期を変更する場合がある。 

エ 選定結果に関する質疑には一切応じないこととする。 

⑿ 協定の締結 

町と指定管理者は、事業を円滑に実施するために指定管理期間全体に効力を有する

基本的事項を定めた基本協定書と、当該事業年度における事項について定めた年度協
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定書を締結する。 

１２ 参加に際しての注意事項 

⑴ 複数申請の禁止 

ア １応募者につき１申請とする。 

イ 共同事業体により申請する場合、その共同事業体の構成員は、他の共同事業体の

構成員又は単独で申請を行うことはできない。 

⑵ 著作権及び提出書類の取扱い 

ア 提出されたすべての書類は、返却しない。町の責任において一定期間保管後、破

棄する。 

イ 提出後の差し替え及び追加・削除は認めない。 

ウ 町が必要と認める場合には追加資料の提出を求めることがある。 

エ 提案書類の著作権は、参加者に帰属する。ただし、選考に必要な場合など、町が

必要と認めるときは、町は提出書類の全部又は一部を無償で複製・使用できるもの

とする。 

⑶ 手続等において使用する言語、通貨等 

ア 手続等において使用する言語、通貨及び単位は、日本語、日本国通貨、日本の標

準時及び計量法（平成４年法律第５１号）に定めるものとする。 

⑷ 参加に係る費用負担 

ア 書類作成及び提出に関わる費用など、必要な経費等は全て提案者の負担とする。

また、緊急の事態ややむを得ない理由等により、本公募型プロポーザルを実施する

ことができないと認めるときは、停止、中止又は取り消すことがある。なお、この

場合において本公募型プロポーザルに要した経費等は全て提案者の負担とする。 

⑸ 失格事項 

次のいずれかに該当した場合は、その者を失格とする。 

ア 参加資格要件を満たしていない場合 

イ 提出書類に虚偽の記載があった場合 

ウ 本要領で示された、提出期日、提出場所、提出方法、書類作成上の留意事項等の

条件に適合しない書類の提出があった場合 

エ 審査関係者に対し、審査に対する援助を直接的又は間接的に求めた場合。 

オ ヒアリング審査において、正当な理由なく欠席した場合 

カ 他者の提案図書を盗用した疑いがある場合 

キ その他の不正行為があった場合 

⑹ 情報公開 

提出書類等は都農町情報公開条例の規定に基づき、公開請求の対象となる。 

指定管理者の選考過程に関する情報（提出書類、選定委員会報告書、選定委員会選

定調書、選定委員会会議録等）は原則公表しない。なお、応募いただいた事業者名に
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ついては、決定事業者のみ公表の対象とする。 

１３ その他 

⑴ 事業の継続が困難となった場合の措置 

ア 指定管理者の責めに帰すべき理由により業務の継続が困難になった場合は、町

は、指定の取り消しができるものとする。その場合は、町に生じた損害は、指定管

理者が賠償するものとする。 

なお、次期指定管理者が円滑かつ支障なく、業務を遂行できるよう引継ぎを行う

ものとする。 

イ 災害その他の不可抗力など町及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない理

由により、業務の継続が困難になった場合は、事業継続の可否について協議するも

のとし、一定期間内に協議が整わないとき町は､協定を解除できるものとする。 

なお、次期指定管理者が円滑かつ支障なく、業務を遂行できるよう引継ぎを行う

ものとする。 

⑵ 協定書の解釈に疑義が生じた場合又は協定書に定めのない事項が生じた場合は、町

と指定管理者は誠意をもって協議するものとする。 

１４ 問い合わせ 

都農町役場 教育委員会 教育課 

〒８８９－１２０１ 宮崎県児湯郡都農町大字川北４８７４番地２ 

電話 ０９８３－２５－５７２３ 

FAX ０９８３－２５－１３２１ 

E-mail kyouiku@town.tsuno.lg.jp 

※土日祝日の対応は除く 

※受付時間は午前９時から午後５時（正午から午後１時までの間は除く） 


